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2020～2027年度の予備力・調整力
及び潮流抑制のためのマージン

（長期計画）

2018年３月１日

別紙２



2〈説明〉長期断面におけるマージンの値

 長期断面における予備力・調整力及び潮流抑制のためのマージンは、すべての断面が間接
オークション導入以降となるため、間接オークション導入時に適用される変更後の業務指針
に基づき設定する。

 変更後の業務指針では、長期断面においても実需給断面の考え方に基づき、実需給断面にお
けるマージンが必要な場合を除き、原則としてマージンの値をゼロとする。

 なお、実需給断面においてエリアの予備力不足によりマージンが必要となった場合の最大値
を参考に別表で記載する。

業務規程・送配電等業務指針（変
更）の検討について
出典：広域機関HP 策定・変更に
関するお知らせ 2017年度
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連系線 方向
2020

年度

2021

年度

2022

年度

2023

年度

2024

年度

2025

年度

2026

年度

2027

年度
備考

北海道本州間
連系設備

北海道⇒東北
149 160 120 120 120 120 120 120 最大需要時の値(1月平日昼間)

【318】 【330】 【290】 【290】 【290】 【290】 【290】 【290】 ﾏｰｼﾞﾝ最大値（6月休日夜間）

東北⇒北海道
499 510 470 470 470 470 470 470 最大需要時の値(1月平日昼間)

【578】 【590】 【550】 【550】 【550】 【550】 【550】 【550】 ﾏｰｼﾞﾝ最大値（6月休日夜間）

東北東京間
連系線

東北⇒東京 28 40 0 0 0 0 0 0 最大需要時の値(8月平日昼間)

東京⇒東北 29 40 0 0 0 0 0 0 最大需要時の値(1月平日昼間)

東京中部間
連系設備

東京⇒中部 600 600 600 600 600 600 600 600 EPPS_600MW

中部⇒東京 600 600 600 600 600 600 600 600 EPPS_600MW

上記以外 0 0 0 0 0 0 0 0

１．予備力・調整力及び潮流抑制のためのマージンの値（2020～2027年度）

（MW）

・想定需要の見直し等や北海道風力実証試験発電機の運開月・連系量の変更等により、マージンの値は今後変更となる可能性あり
・【】の値は、最大需要時以外で空容量が小さくなると想定される断面のマージンの値を示す

注）・増強により運用容量が増加する北海道本州間連系設備（＋３０万kW：2019年3月運開予定）および東京中部間連系設備（＋90 万
kW：2020年度運開予定）において、増強後のマージンについては扱いを検討中のため、上表の値にはこれを考慮していない。（運
用開始までにマージンの必要量を検討）

・北海道風力実証試験にかかるマージンの2022年度以降は、北海道風力実証試験期間が未確定のことから、 別途設定する
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連系線 方向
2020
年度

2021
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

2025
年度

2026
年度

2027
年度

備考
過去１年における

当日断面での
実績平均値※

北海道本州間
連系設備

北海道⇒東北 528 540 500 500 500 500 500 500 （8月平日昼間3%） 175

東北⇒北海道 － － － － － － － －
予備力によるマージン値
変化なし

447

東北東京間
連系線

東北⇒東京 828 840 800 800 800 800 800 800 （8月平日昼間3%） 61

東京⇒東北 429 460 410 410 410 410 410 410 （1月平日昼間3%） 1

東京中部間
連系設備

東京⇒中部 760 760 760 750 750 750 750 750 （8月平日昼間3%） 600

中部⇒東京 800 800 800 800 800 800 800 810 （8月平日昼間3%） 600

中部北陸間
連系設備

中部⇒北陸
700 700 700 700 700 700 700 700 （最大機） 101

北陸関西間
連系設備

関西⇒北陸

北陸⇒関西 70 70 70 70 70 70 70 70 （8月平日昼間3%） 0

中部関西間
連系線

中部⇒関西 350 350 350 350 350 350 350 350 （8月平日昼間3%） 0

関西⇒中部 370 370 370 370 370 370 370 370 （8月平日昼間3%） 0

関西中国間
連系線

関西⇒中国 320 320 320 320 320 320 320 320 （8月平日昼間3%） 0

中国⇒関西 350 350 350 350 350 350 340 340 （8月平日昼間3%） 0

中国四国間
連系線

中国⇒四国 700 700 700 700 700 700 700 700 （最大機） 249

参考）実需給断面においてエリアの予備力不足によりマージンが必要となった
場合の最大値（2020～2027年度）

（単位：MW）

・上記表の値は、以下の考え方および現時点の需要想定等に基づき、実需給断面においてエリアの予備力不足によりマージンが必要となる場合の
最大値を算出し、参考で示したもの
（考え方）電気の供給先となる供給区域に必要な運転予備力 又は 供給区域に電気を供給予定の供給区域の電源のうち出力が最大である単一の

電源の最大出力（但し、当該電源が発電する電気を継続的に供給区域外へ供給している場合は当該供給量を控除した値とする）に
対して不足する電力の値

・想定需要の見直し等や北海道風力実証試験発電機の運開月・連系量の変更等により、マージンの値は今後変更となる可能性あり
※2017年2月～2018年1月の当日断面におけるマージン実績平均値（作業時除く。詳細別スライド参照）

注）・増強により運用容量が増加する北海道本州間連系設備（＋３０万kW：2019年3月運開予定）および東京中部間連系設備（＋90 万
kW：2020年度運開予定）において、増強後のマージンについては扱いを検討中のため、上表の値にはこれを考慮していない。（運
用開始までにマージンの必要量を検討）

・北海道風力実証試験にかかるマージンの2022年度以降は、北海道風力実証試験期間が未確定のことから、 別途設定する



5２．全国系統の概念図

2020年度における予備力・調整力及び潮流抑制のためのマージン算出結果
（各エリア最大需要時の値）

北海道エリア

419万kW

東北エリア

1371万kW

東京エリア

5328万kW

北陸エリア

502万kW

中部エリア

2466万kW

関西エリア

2563万kW

中国エリア

1041万kW

四国エリア

503万kW

九州エリア

1535万kW

沖縄エリア

148万kW

東北東京間連系線
↑ 2.9万kW
↓ 2.8万kW

北海道本州間連系設備
↑ 49.9万kW
↓ 14.9万kW

新信濃FC

佐久間FC

東清水FC

東京中部間連系設備
→ 60万kW
← 60万kW

中部北陸間連系設備
↑ ※
↓ 0万kW

中部関西間連系線
→ 0万kW
← 0万kW

北陸関西間連系線
→ ※
← 0万kW

関西中国間連系線
→ 0万kW
← 0万kW

中国九州間連系線
→ 0万kW
← 0万kW

中国四国間連系線
↑ 0万kW
↓ 0万kW

各エリア内数値は、2020年度送電端最大3日平均電力予想（H３）を表す。

関西四国間連系設備
→ 0万kW
← 0万kW

※ 合わせて
0万kW

…周波数変換所

…交直変換所



6３．実需給断面におけるマージンの確保理由（間接オークション導入後）

連系線 方向 マージンを確保する理由

北海道
本州間

連系設備

北海道⇒
東北

北海道本州間連系設備が緊急停止した場合に北海道エリアの周波数上昇を一定値以内に抑制するため。具
体的には、北海道本州間連系設備の運用容量から、当該連系設備が緊急停止した場合に北海道エリアの周
波数の上昇が一定値以内となる最大の潮流の値を差し引いた値とする。〈C1〉
但し、※１（最大値は、東京エリアの系統容量の３％相当の半量のうち、東京エリアが需給ひっ迫した場合
において北海道エリアから供給が期待できる値 ）の値の方が大きい場合は、その値とする。〈A1〉
(調整力及び需給バランス評価等に関する委員会でマージン設定以外の周波数上昇対策について継続検討中)

また、上記に加え、※４を加える。〈B0〉

東北⇒
北海道

北海道エリアの電源のうち、出力が最大である単一の電源の最大出力が故障等により失われた場合にも、
北海道エリアの周波数低下を一定値以内に抑制するため。〈B1〉
但し、北海道本州間連系設備の運用容量から、当該連系設備が緊急停止した場合に北海道エリアの周波数
低下が一定値以内となる潮流の値を差し引いた値の方が大きい場合は、その値とする。〈C1〉
また、上記に加え、※４を加える。〈B0〉

東北東京間
連系線

東北⇒東京

※１（最大値は、東京エリアの融通期待量（系統容量の３％相当）の半量）の値とする。〈A1〉
但し、台風や暴風雪等の予見可能なリスクが高まった場合は、電力系統を安定に維持するため、東京エリ
ア内で想定する送電線の故障により複数の電源が脱落した場合に東北エリアから東京エリアに流れる最大
の潮流の値と※１の値のうち大きい値とする。〈C2〉
また、上記に加え、※４を加える。〈B0〉

東京⇒東北
※１（最大値は、東北エリアの融通期待量（系統容量の３％相当））〈A1〉
また、上記に加え、※４を加える。〈B0〉

東京中部間
連系設備

東京⇒中部

６０Ｈｚ系統内で送電線の故障により複数の電源が脱落した場合又は最大電源が脱落した場合に、６０Ｈ
ｚ系統の周波数低下を抑制するため。但し、東京中部間連系設備を介して東北・東京エリアから電力を受
給しても、東北・東京エリアの周波数偏差と６０Ｈｚ系統の周波数偏差が逆転しない値とする。〈B2〉
但し、※１（最大値は、中部及び関西エリアの融通期待量（系統容量の合計の３％相当）の半量）の値の
方が大きい場合は、その値とする。〈A1〉

中部⇒東京

５０Ｈｚ系統内で送電線の故障により複数の電源が脱落した場合、又は最大電源が脱落した場合に、東
北・東京エリアの周波数低下を抑制するため。但し、東京中部間連系設備を介して６０Ｈｚ系統から電力
を受給しても、６０Ｈｚ系統の周波数偏差と東北・東京エリアの周波数偏差が逆転しない値とする。
〈B1〉
但し、※１（最大値は、東京エリアの融通期待量（系統容量の３％相当）の半量）の値の方が大きい場合
は、その値とする。〈A1〉

長期断面におけるマージンは、以下の実需給断面におけるマージンの設定の考え方に基づき設定。



7３．実需給断面におけるマージンの確保理由（間接オークション導入後）

※１ 原則ゼロとする。但し、電気の供給先となる供給区域に必要な運転予備力 又は 供給区域に電気を供給予定の供給区域の電
源のうち出力が最大である単一の電源の最大出力（但し、当該電源が発電する電気を継続的に供給区域外へ供給している場
合は当該供給量を控除した値とする）に対して予備力が不足する場合は、不足する電力の値をマージンとして設定

※２ 中部北陸間連系設備及び北陸関西間連系線と合わせて確保する

※３ 北陸関西間連系線、中部関西間連系線及び関西中国間連系線と合わせて確保する

※４ 北海道風力実証試験にかかるマージンとして、調整力のエリア外調達のため。具体的には、北海道風力実証試験のために連
系する風力発電の予測誤差に対応できる値

連系線マージンのあり方を検討中の調整力及び需給バランス評価等に関する委員会での整理事項は、都度反映していく予定

連系線 方向 マージンを確保する理由

中部北陸間
連系線

北陸⇒中部 なし

中部⇒北陸 ※１（最大値は、北陸エリアの融通期待量（出力が最大である単一の電源の最大出力（但し、当
該電源が発電する電気を継続的に供給区域外へ供給している場合は、当該供給量を控除した値と
する。以下、最大電源相当量）））、※２北陸関西間

連系線

関西⇒北陸

北陸⇒関西 ※１（最大値は、関西エリアの融通期待量（系統容量の３％相当））、※３

中部関西間 中部⇒関西 ※１（最大値は、関西エリアの融通期待量（系統容量の３％相当））、※３

連系線 関西⇒中部 ※１（最大値は、中部エリアの融通期待量（系統容量の３％相当）の半量）

関西中国間 関西⇒中国 ※１（最大値は、中国エリアの融通期待量（系統容量の３％相当））

連系線 中国⇒関西 ※１（最大値は、関西エリアの融通期待量（系統容量の３％相当））、※３

関西四国間 関西⇒四国 なし

連系設備 四国⇒関西 なし

中国四国間 中国⇒四国 ※１（最大値は、四国エリアの融通期待量（最大電源相当量））

連系線 四国⇒中国 なし

中国九州間 中国⇒九州 なし

連系線 九州⇒中国 なし



8参考） 予備力・調整力及び潮流抑制のためのマージン内訳

方向 区分 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度

北海道⇒東北

C1 120 120 120 120 120 120 120 120

A1 0 0 0 0 0 0 0 0

B0 29 40 - - - - - -

149 160 120 120 120 120 120 120

東北⇒北海道

B1 470 470 470 470 470 470 470 470

C1 370 370 370 370 370 370 370 370

B0 29 40 - - - - - -

499 510 470 470 470 470 470 470

（単位：MW）

（説明）・区分についてはシート13、14を参照
・北海道⇒東北向きについては区分Ｃ１とＡ１のうち大きい値、東北⇒北海道向きについては区分Ｂ１とＣ１のうち大きい値に、区分

B0の値を加えた値をマージンの値とする
・区分A1は予備力が不足していない場合は０となる
・区分B0の2022年度以降は、北海道風力実証試験期間が未確定のことから、別途設定する

（注）・想定需要の見直し等や北海道風力実証試験発電機の運開月・連系量の変更等により、マージンの値は今後変更となる可能性あり

〔北本連系設備_最大需要時〕

方向 区分 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度

北海道⇒東北

C1 290 290 290 290 290 290 290 290

A1 0 0 0 0 0 0 0 0

B0 28 40 - - - - - -

318 330 290 290 290 290 290 290

東北⇒北海道

B1 550 550 550 550 550 550 550 550

C1 450 450 450 450 450 450 450 450

B0 28 40 - - - - - -

578 590 550 550 550 550 550 550

（単位：MW）〔北本連系設備_マージン最大時〕



9参考） 予備力・調整力及び潮流抑制のためのマージン内訳

（単位：MW）

（説明）
• 区分についてはシート13、14を参照。
• 北海道⇒東北向きについては区分Ｃ１とＡ１のうち大きい値、東北⇒北海道向きについては区分Ｂ１とＣ１のうち大きい値に、区分B０の

値を加えた値をマージンの値とする
• 区分B0の2022年度以降は、北海道風力実証試験期間が未確定のことから、別途設定する

〔北本連系設備_予備力不足によりマージンが必要となった場合の最大値〕

方向 区分 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度

北海道⇒東北

C1 290 290 290 290 290 290 290 290

A1 500 500 500 500 500 500 500 500

B0 28 40 - - - - - -

528 540 500 500 500 500 500 500

〔東北東京間連系線〕

（説明）
• 区分についてはシート13、14を参照
• 区分A1にB0を加えた値とする
• 想定需要の見直し等や北海道風力実証試験発電機の運開月・連系量の変更等により、マージンの値は今後変更となる可能性あり
• 区分B0の2022年度以降は、北海道風力実証試験期間が未確定のことから、別途設定する

方向 区分 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度

東北⇒東京

A1 800 800 800 800 800 800 800 800

B0 28 40 - - - - - -

828 840 800 800 800 800 800 800

東京⇒東北

A1 400 420 410 410 410 410 410 410

B0 29 40 - - - - - -

429 460 410 410 410 410 410 410

（単位：MW）



10参考）直近１年間（201７年２月～201８年1月）のマージン設定値実績

【集計内容】

201７年２月1日～201８年1月3１日（ 48コマ（30分コマ）× 365日 ）
当日断面における最終値

※ 2017年11月7日分以降設定の北海道風力実証試験にかかるマージンを含む。

連系線名 方向 作業
平均
(MW)

最小
(MW)

最大
(MW)

最頻値(MW)
【最もデータ数が多い値】
括弧内は最頻値発生率

最頻度数
(個)

母数
(個)

北海道本州間※

順方向
作業時含み 164 0 290 280 (7.0%) 1,231 17,520
作業時除き 175 0 290 280 (7.7%) 1,231 16,071

逆方向
作業時含み 438 0 550 440 (9.7%) 1,691 17,520
作業時除き 447 350 550 440 (10.3%) 1,691 16,449

東北東京間※

順方向
作業時含み 124 0 450 0 (52.2%) 9,140 17,520
作業時除き 61 0 450 0 (59.0%) 7,627 12,932

逆方向
作業時含み 1 0 8 0 (84.7%) 14,848 17,520
作業時除き 1 0 8 0 (84.7%) 14,848 17,520

東京中部間

順方向
作業時含み 599 300 600 600 (99.6%) 17,456 17,520
作業時除き 600 600 600 600 (100.0%) 7,467 7,467

逆方向
作業時含み 599 300 600 600 (99.5%) 17,435 17,520
作業時除き 600 600 600 600 (100.0%) 7,519 7,519

中部関西間
順方向 作業時含み 0 0 0 0 (100.0%) 17,520 17,520

逆方向 作業時含み 0 0 0 0 (100.0%) 17,520 17,520

北陸フェンス 順方向
作業時含み 85 0 590 0 (72.0%) 12,620 17,520
作業時除き 101 0 590 0 (66.8%) 9,864 14,764

北陸関西間 順方向 作業時含み 0 0 0 0 (100.0%) 17,520 17,520

関西中国間
順方向 作業時含み 0 0 0 0 (100.0%) 17,520 17,520

逆方向 作業時含み 0 0 0 0 (100.0%) 17,520 17,520

中国四国間 順方向
作業時含み 229 0 930 0 (32.3%) 5,651 17,520
作業時除き 249 0 930 0 (26.3%) 4,241 16,110



11参考）直近１年間（201７年２月～201８年1月）のマージン設定値実績
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12参考）直近１年間（201７年２月～201８年1月）のマージン設定値実績
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13参考）マージンの分類と区分について

出典：第24回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料１－２
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出典：第24回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料１－２


